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て、標準世帯の定義として「夫婦と子供 2 人の 4 人で構成される世帯のうち、有業者が世







































夫婦と子から成る世帯  夫婦と子供から成る世帯 






















国推計）』 (2018（平成 30）年推計)－2015（平成 27）年～2040（平成 52）年－」（以下、
全国推計という）を公表し、2019 年には「『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』
(2019（平成 31）年推計) －2015（平成 27）年～2040（平成 52）年－」（以下、都道府県





全国推計は、2015（平成 27）年の 5333 万 2 千世帯から 2023（平成 35）年まで増加を
続け、5419 万世帯でピークを迎える。その後減少に転じ、2040（平成 52）年の一般世帯数
は 5075 万 7 千世帯と 2015（平成 27）年に比べ 257 万 5 千世帯減少することを表 2は示し




全国推計を見ると、全世帯数は、2015（平成 27）年度の 5333 万 2 千世帯より 2040（平
成 52）年には 4.8％減の 5075 万 7 千世帯となり、このうち単独世帯が 1994 万 4 千世帯
（39.3％）で最も多く、夫婦と子が 1182 万 4 千世帯（23.3％）、夫婦のみが 1071 万 5千世
帯（21.1％）、ひとり親と子が 492 万 4 千世帯（9.7％）となる。以上のように、2040（平
成 52）年には、日本は世帯全体の約 4 割が単独世帯となり、日本の社会保障制度の世帯構
造の基本として考えられている「夫婦と子」の世帯 23.3％を大きく上回ることが推計され
ている。まさに、2040（平成 52）年の標準世帯は、単独世帯であると言えるのである。 
都道府県推計のポイントとしては、第一に、世帯数は 2035（平成 47）年までに 46都道
府県で減少を開始すること。第二に、平均世帯人員はすべての都道府県で減少すること。第
三に、2025（平成 37）年にはすべての都道府県で単独世帯が最多になること。第四に、65
歳以上の世帯主の割合は、2040（平成 52）年には 45 道府県で 40％以上になること。第五
に、世帯主 65 歳以上の世帯における単独世帯の割合は、2040（平成 52）年には全都道府











年（全国：2.33 人）には（東京都：1.99 人）～（山形県：2.78人）という都道府県の世帯 
 
表 2 家族類型別一般世帯数および割合 
 
年次 
一     般     世     帯 
総数 単独 核 家 族 世 帯 その他 
総数 夫婦のみ  夫婦と子  ひとり親と子 



















































































































































































































  2015 年は家族類型不詳を案分した世帯数。  
  2010 年の総数には家族類型不詳を含む。割合の分母には不詳は含まない。 






また、65 歳以上高齢者の単独世帯の割合は、全国推計では 2015（平成 27）年の 11.7％  
から 2040（平成 52）年の 17.7％へ増加している（国立社会保障・人口問題研究所 2018： 
5-8）。2025（平成 37））年にはすべての都道府県で 10%以上となり、2040（平成 52）年に
は 8 道府県で 20%を超える。同年には、高知県（22.6%）、鹿児島県（22.5%）、和歌山県
（20.9%）の順に高い値を示している（国立社会保障・人口問題研究所 2019：14）。 
全国推計によると、高齢者が世帯主の高齢者世帯は、2242 万 3千世帯。全世帯に占める
割合は、8.2％増えて 44.2％となることとなった。そして、ひとり暮らし高齢者は 896万 3
千人となり、2015（平成 27）年より 43.4％増加することが明らかとなった。また、2040（平
成 52）年の全世帯に占める高齢者単独世帯の割合は 17.7％となる（国立社会保障・人口問
題研究所 2018：5-8）。全国最多の東京都では、2040（平成 52）年の高齢者単独世帯は 116
万 7 千世帯となり、2015（平成 27）年と 2040（平成 52）年を比較すると 47.0％増となる。
東京都全高齢者世帯数 254 万 8 千世帯のうちの約 3 割に達する（国立社会保障・人口問題
研究所 2019：43-47）。 
このように高齢者が世帯主の高齢者世帯は、全世帯の 44.2％と約半数に迫り、ひとり暮




























































婚した夫婦は 60 万 6,866 組であり、同年に離婚した夫婦は 21 万 2,262 組である。結婚し



























































































































度まで家庭訪問支援の対象年齢を 34 歳以下としていたが、支援の対象年齢を 2019（平成






















































































































イギリスも 1968（昭和 43）年のシーボーム報告に基づいて、1970（昭和 45）年には「地
方自治体社会サービス法」が成立し、コミュニティケアが展開されるようになった。現在も









構造となっている。改正社会福祉法の 2018（平成 30）年度の施行により、社会福祉法第 106
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第 1 章 社会的支援が必要な単身生活者支援の理論化 
 





























地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定について」（2000（平成 14）年 4月 1日







































見し、地域で解決していくのかが問われている。それが社会福祉法第 4 条の 2 に「地域生
活課題」として新たに規定されたのである。 
 この問題を考える場合、入口と出口の両方から考えていく必要がある。つまり、入口とし


































































表 4 安心生活創造事業について 
（平成 22 年度予算・セーフティネット支援対策等事業費補助金 240 億円の内数・補助率 10/10） 
【目 的】 





































表 5 安心生活創造事業に取り組む「地域福祉推進市町村」一覧 
北海道・東北 
ブロック 
関東ブロック 中部ブロック 近畿ブロック 中・四国ブロック 九州ブロック 
北海道 登別市 茨城県 牛久市 新潟県 新潟市 三重県 伊賀市 島根県 出雲市 福岡県 北九州市 
本別町 栃木県 鹿沼市 三条市 名張市 岡山県 美咲町 飯塚市 
東川町 大田原市 富山県 氷見市 滋賀県 甲賀市 広島県 庄原市 春日市 
福島町 埼玉県 行田市 石川県 宝達清水町 京都府 南丹市 安芸高田市 佐賀県 小城市 
岩手県 西和賀町 千葉県 千葉市 長野県 茅野市 大阪府 豊中市 山口県 周南市 熊本県 合志市 
秋田県 湯沢市 市原市 駒ヶ根市 阪南市 長門市 人吉市 
大仙市 鴨川市 軽井沢町 兵庫県 西宮市 徳島県 徳島市 大分県 臼杵市 
山形県 酒田市 東京都 品川区 岐阜県 美濃加茂市 尼崎市 香川県 琴平町 中津市 
飯豊町 墨田区 愛知県 高浜市 宝塚市   宮崎県 美郷町 
  神奈川件 横浜市   芦屋市     
  逗子市   奈良県 天理市     
  山梨県 小菅村         
小計 9 市町 小計 12 市町村 小計 9 市町 小計 11 市 小計 8 市町 小計 9 市町 
          合計 58 市町村 
出典：安心生活創造事業推進検討会（2012）『見直しませんか 支援のあり方・あなたのま 
ち～安心生活を創造するための孤立防止と基盤支援～（安心生活創造事業成果報告 

























書）』2012（平成 24）年 8 月 
図 2 安心生活創造事業の基盤支援対象者イメージと対応関係 
 






















64 歳以下の中年実年世代の孤立死が増加傾向にあり、民生委員等による 65 歳以上高齢者
の実態調査ではもれが生じてしまうような課題が増加傾向にある。序章でも述べたように、
孤立死が年間約 3 万件（「全国において年間 8604 人～26,821人が「孤立死」と想定される
ような状態で亡くなっている可能性がある」）発生しているというニッセイ基礎研究所
(2010:28)の推計も公表されており、従来の緩やかな見守りでは支援が届かない可能性が高
い。また、2018（平成 30）年度中に、全国 212 か所の児童相談所が児童虐待相談として対
応した件数は 159,850 件（速報値）であり、2017（平成 29）年度の児童相談所での児童虐
待相談対応件数 133,778 件と比べて増加を続けている。また、「『通告受理後 48時間以内の
安全確認ルール』の実施状況の緊急点検の結果」によると、児童虐待通告を受けた件数（子
ども数）153,571 人（2018（平成 30）年 7 月 20 日～令和元年 6 月 7 日までの間に児童相
談所において虐待の疑いがあるとして通告を受けたもの。厚生労働省子ども家庭局家庭福
祉課調べ）において、48 時間以内が 139,617 人（90.9％）、48 時間超が 11,984 人である。
48 時間を超えたケースのうち、緊急性が高いと判断した件数は、415 人（0.3％）で、全件
について家庭訪問や関係機関での現認や立入調査、出頭要求により安全を確認している。緊











自室からほとんど出ない）と回答した人が 5000 人のうち 49 人が該当したため、出現率
1.57％とし、対象年齢の人口3,445万人から推計して54.1万人を導き出したものであった。
さらに、内閣府は高年齢ひきこもりの実態を把握するため、内閣府「生活状況に関する調査」
（2018（平成 30）年 12 月実施。調査対象満 40～64 歳の 5,000 人を対象）において、40～
64 歳のひきこもり（6 か月以上連続して「自室からほとんど出ない」、「自室からは出るが、
家からは出ない」、「近所のコンビニには出かける」、「趣味の用事のときだけ外出する」）と
回答した人が 5000 人のうち 47 人あり、出現率は 1.45%として、対象年齢の人口 4,235 万
人から推計して 61.3 万人を導き出した。この両調査の合計推計人数が 115.4 万人なのであ
る。この調査で高年齢ひきこもり者の存在が明らかとなり、従来のひきこもり支援であった






























生協では、買い物支援による自治体との「地域見守り協定」を 39 都道府県 80 生協が、自




































は 2009（平成 21）年の実施社協 20 か所から 2017（平成 29）年に実施社協 473か所／全





























































































































































書）事例編」の 16 事例を類型化し、実施内容とその後の新モデル事業との関係性を踏まえて整理したもの。 
 
市町村名 本別町 美郷町 西和賀町 庄原市 合志市 豊中市 北九州市 宝塚市 横浜市 名張市 行田市 高浜市 氷見市 伊賀市 湯沢市 鴨川市
人口（事業実施当時、平成
24年）
8,190 6,016 6,703 39,837 56,687 390,457 977,633 233,390 3,678,773 82,552 86,623 45,959 52,329 99,158 51,588 36,328
世帯数（事業実施当時、平
成24年）
3,839 2,489 2,443 15,900 21,118 167,953 423,644 99,529 1,583,889 32,490 33,460 17,726 17,361 39,617 18,269 15,810
高齢化率（事業実施当時、
平成24年）








































◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
個人情報共有化（災害時と
の併用）




◯ － － ◯ － ◯ ◯ ◯ － ◯ ◯ － ◯ ◯ ー ◯
見守り・買い物支援システ
ム
◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
総合相談・権利擁護 ◯ － － － － ◯ ◯ ◯ － ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
地域福祉計画の策定 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
地域支え合い体制づくり事
業との連続性
◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
生活困窮者自立促進支援モ
デル事業との連続性
✕ ✕ ✕ ✕ ◯ ◯ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯






表 8-1 小規模高齢化集落型の取組（もれない要援護者の把握・アウトリーチ） 
 小規模高齢化集落型 
市町村名   本別町 美郷町 西和賀町 庄原市 
人口（事業実施当時、
平成 24 年） 
8,190 6,016 6,703 39,837 
世帯数（事業実施当
時、平成 24年） 
3,839 2,489 2,443 15,900 
高齢化率（事業実施
当時、平成 24 年） 








































































































































一方、秋田県藤里町は、2019（令和元）年 10 月 1 日現在、人口 3,004 人、1,152世帯、
65歳以上人口が1,421人で高齢化率が 47.3％で高齢者率の高さは秋田県下第2位である。



























会参加・生きがい支援機能」「緊急支援機能」である（図 7 参照）。 
 
(3）「社会復帰訓練事業」の実施と効果的なカリキュラムの検証 
2010（平成 22）年度、2011（平成 23）年度とそれぞれ 6 ヶ月間の基金訓練事業を実施
した。ホームヘルパー2 級講習を中心におきながら、藤里町社協独自の講義や実習を加え
ることで、生活困難者の社会復帰を支えてきた（一般就職率 2010（平成 22）年度 80％、
























































































































































表 8-2 小規模高齢化集落型の取組（個人情報共有化） 
 小規模高齢化集落型 
市町村名  本別町 美郷町 西和賀町 庄原市 
人口（事業実施当時、平
成 24 年） 
8,190 6,016 6,703 39,837 
世帯数（事業実施当時、
平成 24 年） 
3,839 2,489 2,443 15,900 
高齢化率（事業実施当
時、平成 24年） 






































































































































































表 8-4 小規模高齢化集落型の取組（見守り・買い物支援システム） 
援において示唆される視点は、「ニーズキャッチとアウトリーチ機能」である。 
 小規模高齢化集落型 

































































































































































表 8-5 小規模高齢化集落型の取組（総合相談・権利擁護） 
早期対応型の相談支援体制の構築、④行政と住民の協働による相談支援体制の構築、以上
 小規模高齢化集落型 




























































































ころ、法人後見の受任体制のある社協は、473 社協（2017（平成 29）年 9月末現在、前年
度 417 社協、増加率 13.4％）まで増加することとなった。安心生活創造事業は、もれない
把握によって高齢の単身生活者の権利擁護ニーズを顕在化させる契機となり、さらに 65
歳未満の中年実年世代にも社会的孤立の大きな課題があることを見える化することとなっ
た。安心生活創造事業は、2009（平成 21）年～2011（平成 23）年までの 3年間のモデル

























































 第 3 節 本人のニーズを起点とする新しい地域包括支援体制の構築と単身生活者支援 
 






























































会的スキル」とは、まだ明確な定義がないとしつつ、表 9 にあるマックフォールの定義を 
 
表 9 最近の社会的スキルの諸定義（堀毛：1990） 
＜スキル＞ 
Libet & Lewinsohn(1973)    他者によっては正または負の強化をうける行動を発現さ 
              せ、罰せられたり面目を失うような行動の発現を抑える 
複雑な能力 









Bellack(1979)        人びとが社会的な出会いのなかで行なう特定の物事（何
を話すか、どのように話すか、どんな顔つきや動作をす
るか）を表わす概括的なラベル 
Argyle(1981)        相互作用をする人びとの目的を実現するために効果のあ
る社会的行動 
Hargie et al.(1981)     一連の目的指向的で相互に関連をもつ状況に適切な社会
的行動であり、学習が可能でかつ個人の統制下にある行
動 
McFall(1982)           特定の社会的課題に上手に(competently)遂行することを
可能にする特定の能力 
Trower(1982)        1）通所人びとが社会的相互作用のなかで用いるような、 
              規則によって統制された、目に見える規準的な行動・行
為の要素(skills) 
                           2) 目標に向けてスキル行動を作り出していく過程(skill) 
Field et al.(1984)            個人の社会的遂行（その個人典型的な行動様式）に影響
を与える基本的な能力） 









McFall(1982)        特定の課題の遂行の質あるいは適切さに関する他者の評 
              価 
Trower(1982)               スキル行動をつくりだす能力をもっていること 
Water & Sroufe(1983)       より発達的な結果を達成するために環境的あるいは個人
的な資源を利用できること 




















1 聞く 2 会話を始める 3 会話を続ける 4 質問する 5 自己紹介 





11 自分の感情を知る 12 感情の表現をコントロールする 13 他人
の感情を理解する 14 他人の怒りに対応する 15 他人の悲しみに対
応する 16 愛情と好意を表明する 17 喜びを表現する 18 思いや





21 分け合う 22 グチをこぼす 23 ユーモアにする 24 ファイト
を保つ 25 和解する 26 他人とのトラブルを避ける 27 自己主張す









31 ストレスに気づく 32 不平を言う 33 苦情などを処理する 
34 失敗を処理する 35 無視されたことを処理する 36 危機を処理
する 37 気分転換する 38 自分の価値を高める 39 矛盾した情報





41 何をするのか決める 42 問題がどこにあるのか決める 43 目標
を設定する 44 自分の能力を知る 45 情報を集める 46 情報をま
とめる 47 問題を重要な順に並べる 48 決定を下す 49 仕事に着





51 相手の変化に気づく 52 相手の要求を知る 53 相手の立場に立
つ 54 まわりをみる 55 同じ気持ちになる 56 援助の失敗に対処
する 57 自分のできることを知る 58 気軽にやってみる 59 相手に






61 デートの相手を選ぶ 62 自分の情熱を相手に伝える 63 相手の
気持ちを理解する 64 デートを上手にこなす 65 相手との親しさを
増す 66 愛することを決意する 67 ケンカを上手にこなす 68 恋






71 話を合わせる 72 相手を立てる 73 上手にほめる 74 相手を
気づかう 75 相手の都合に合せる 76 相手のレベルに合わせる 77 
だらだら話につきあう 78 バカにされてもつき合う 79「わかった」と




81 参加する 82 集団の意義を見いだす 83 仕事に集中する 84 
誰に知らせるか 85 規範に従わせる 86 指示に従う 87 決定する 






91 キーパーソンを見つける 92 メタ－メタ・レベルで調整する 93 
「同じ」と「違う」を同時に受け入れる 94 異文化を取り込む 95 文
化的拘束力に気づく 96 意向を伝える・意味がわかる 97 判断を保留
し先にすすむ 98 相手文化での役割行動をとる 99 自分の持ち味を広












































































まえながら、第 3 章で論じていくこととしたい。 
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第 2 章 在宅福祉サービスの構造化と社会的支援が必要な単身生活者支援 
 


























                           「求めに応じる 
                            相談・援助機能」 
 
 
                           「自立助長のための 





































































































































































































































































地域に向けた事業展開が 3,541 法人（20.9％）、(3)福祉教育活動が 2,995 法人
（17.7％）、(4)地域の社会的な援護を必要とする者への支援が 760 法人（4.5％）、(5)地域
























































 つまり、入所型施設ケアで提供されているサービスを 5 つのサービスに分節化し、さら
にサービス分類ごとに具体的なサービス内容を提示している。①家政サービスは 10種類、
②保健サービスは 7 種類、③居住空間サービスは 9 種類、④自己実現サービスは 8 種類、










































                                







                 （ヘルパー派遣）                （ヘルパー派遣） 
 
（移送サービス）               （移送サービス） 
 
 
                                        （相談・援助） 
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補助率が国 1/2、市町村 1/2 であり、自治体負担が生じる補助金であったため、一部自治
体の取り組みに留まるものであった。それを大きく進めることとなったのが、第 1 章で
述べた補助率 10/10 国負担の厚生労働省のモデル事業「安心生活創造事業」であった。 

























































アンケート調査」を 2012 年 12 月に郵送調査法にて実施し、回収は 1,061 件（回収率約
47.1％）であった。 
有効回答 1,048 のうち、市町村社協が 75％、高齢者施設が 9％、人権関連施設が 4％、
市町村担当が 2％、その他 10％（NPO 法人、社会福祉法人、社会医療法人などが含まれ
る）であった（野村総合研究所 2013：62）。 
 CSW の体制・概要としては、1,059 サンプルに対して、コミュニティソーシャルワー
カーを配置しているとの回答が 636（約 60％）であった（野村総合研究所 2013：64）。 
 コミュニティソーシャルワーカーの配置の方針・考え方は、「1 地域に 1 名で対応させ
ている」が 29％、「1 地域に 2 名以上で対応させている」が 18％、「地区担当だけでな
く、統括担当も置いている」が 18％、「ベテランと若手を組ませることが多い」が 6％、
























































士」が最も多く 52％、次いで「社会福祉主事」が 42％、「資格は問わない」が 30％、
「ケアマネジャー」が 18％、「介護福祉士」が 11％、「精神保健福祉士」が 8％、「保健






























































 次に、「CSW の活動・連携」については、24 項目について CSW の活動という認識が
あるかどうかを調査した。図 16 のように、地域とのネットワークに関係する項目につい






ケート調査実施時において抽出された 2,255 件が都道府県段階において CSW 養成研修を
修了している者の数であること。その有効サンプルである 1,059 件の約 6 割である 636
人からコミュニティソーシャルワーカーを配置しているとの回答を得た。つまり、2012














































































体において CSW の位置づけ・意義が定まっていない」が最も多く約 56％であった。次
いで、「CSW の人員が不足している」が約 49％、「CSW の個個人の能力・経緯が不足し
ている」と「CSW に関係する関係・団体や住民に認知されていない」が共に約 38％であ
った。全国的には、コミュニティソーシャルワーカーの位置づけは定まっておらず、「大













域」も明確にすることが必要である。 また、人員不足等のため、一人の CSW が担当す
る「サービス圏域」が広すぎる場合は、「日常生活圏域」内の相談機能を充実させるな
ど、CSW に過度の負担がかからないように配慮する必要がある。」 






































































 大阪府 CSW 新ガイドラインが作成された当時、「大阪府の CSW は、「平成 21 年度末
現在、市町村社会福祉協議会、高齢者福祉施設、 地域包括支援センター、隣保館、NPO
法人等に配置されているが、配置数が最も多いのは、市町村社会福祉協議会の 75 人、次


















































































56 件が抽出された（2019 年 11 月時点）。論文検索による 56 件を分析すると、精神障害
者に関する研究が 17 件、食に関する研究が 14 件、高齢者に関する研究が 5 件、単身生
活者の人口動向に関する研究が 5 件、医療系サービスに関する研究が 6 件、住まいに関
する研究が 2 件、ライフスタイルに関する研究が 2 件、貧困・ホームレスに関する研究
が 2 件、その他 3 件（孤立死、家族関係、学生）であった。これらの先行研究は、筆者
が求めていた社会的支援が必要な単身生活者支援の内容とは異なるものがほとんどであっ
た。さらに、CiNi において、「社会的孤立」を検索したところ、421 件（2019 年 11 月時
点）が抽出された。1960 年代までは 3 件、1970 年代の論文はなく、1980 年代に 1 件で
あった。1990 年代に 10 件、2000 年代前半も論文数は少なく、2008（平成 20））年の 11 
 
 
注：2019（平成 31）年は 11 月までの数字 






















































件から増え始め、2010（平成 22）年で 30 件と急増することとなる。以降、2011（平成






















































































感じている。➁約 20 万人の高齢者が 1 か月以上友人や家族と会話をしたことがない。➂
18～34 歳の若年障害者の最大 85％が孤独を感じている。」（英国では、人口 6600 万人







その結果、イギリスでは 900 万人以上（人口の 13.8％）が常にまたしばしば孤独を感じ
ており、中高年齢層、女性、失業者、病者や障害者などに多い。孤独を感じている人の抑
うつに苦しむリスクが 3.4 倍、15 年以内に認知症を発症するリスクは 1.9 倍であり、毎
年 320 億ポンドの対策コストを生じている可能性があること。孤立状態にある人への 1
ポンドの投資が、1.26 ポンドの社会支出抑制につながることがわかった」と、社会学社
会福祉分科会シンポジウムで報告がなされている（日本学術会議 24 期第 5 号 newsletter 







（平成 30）年 1 月 17 日より）。 
 
(2)英国政府「つながりのある社会：孤独に取り組むための戦略」の公表 












































2018（平成 30）年 1 月、首相は、孤独に関するジョー・コックス委員会の作業を歓迎
し、政府にこの戦略の公表を含む、その勧告の多くを実行することを約束した。 2018
（平成 30）年 6 月、首相は、自発的、地域社会、および慈善団体が孤独に立ち向かうた
めの支援を行うために、1150 万ポンドのビルディングコネクション基金を含む 2,000 万
ポンドの資金を発表した。 
孤独対策について、メイ政権（当時）では､ 孤独の問題は現代における公共保健上の
最大の課題の一つであるとし､ 2018（平成 30）年 1 月には､「孤独担当大臣」が任命さ
れた（実際は､ 閣僚ではなく､ デジタル・メディア・文化・スポーツ省及び市民社会庁を
担当する政務次官に政府横断的な孤独対策という任務が付与される形となっている）。さ
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第 3 章 福祉サービス選択における意思決定支援の在り方とシステム構築 
 
















































 3 社会的孤立の当事者の状況 
回答のあった民生委員・児童委員（以下、民生委員）20 万 750 人のなかで、社会的孤立
状態にあり、かつ課題や困りごとを抱える住民（世帯）への支援を行った経験を有する民
生委員は、53,454 人であった（回答全体の 26.6％、無回答（未記入）を除くと 30.2％）。
全国で 4 人に 1 人の民生委員はこうした世帯への支援を行った経験を有していた。また、
社会的孤立状態にある世帯に対する民生委員による支援については、政令市・特別区（東
京 23 区）、市・町・村という自治体別区別に見ても、大きな相違は見られなかった。 
民生委員児童委員の定数は、：238,352 人（2016（平成 28）年 12 月 1 日現在）、現員数
は 229,541 人（2016（平成 28）年 12 月 1 日現在）である。全国約 23 万人の民生委員の
うち、約 6 割は民生委員就任から 2 期目までの比較的経験の浅い委員となっている。 
社会的孤立状態にあって課題を抱えた人（世帯）への支援経験の有無を民生委員の在任
期間別にみると、在任期間の長い委員ほど高い割合となっている。5 期目以上 32.3％、4
期目 30.8％、3 期目 29.0％、2 期目 26.9％、1 期目 21.5％、全体平均で 26.6％となってい
る。 
民生委員が把握した 53,454 人の課題を抱えた人（当事者）の状況については、75-84歳
が 15,015 人（28.1％）、85 歳以上が 7,524 人（17.6％）、65-74 歳が 8,902 人（16.7％）と
なり、65 歳以上の高齢者が 31,441 人（62.4％）を占めた。50-59 歳が 4,031 人（7.5％）、
40-49 歳が 2,999 人（5.6％）、60-64 歳が 2,707 人（5.1％）であり、40-64 歳も 9,737 人
（18.2％）と約 1 万人を数えた。30-39 歳が 1,454 人（2.7％）、13-18 歳が 536 人（1.0％）、
19-29 歳が 487 人（0.9％）、7-12 歳が 319 人（0.6％）、6 歳以下 54 人（0.1％）であり、
18 歳以下は 909 人（1.7％）であった。 
男女別では、男性 21,460 人（40.1％）、女性 24,721 人（46.2％）、無回答（未記入）が
7,273 人（13.6％）で、女性の方が多い結果となった。 
当事者の就労・就学・年金受給の状況は、当事者には高齢者が多いこともあり、「就労し
ている」割合は 6.5％にとどまり、「無職」が 64.0％、「学生・就学前」が 1.5％、「無回答」
が 28.0％であった。そのうち、「年金受給者」が 48.2％、「年金受給なし」が 17.5％、「無
回答」が 34.2％であった。 
当事者の生活保護受給の有無は、「受給している」が 15.5％、「受給していない」が 51.1％、
「無回答」が 33.4％であった。30-64 歳の層では、約 25％が生活保護を受給していた。 
当事者本人が「認知症あり」（疑いも含む）が 25.3％、「認知症なし」が 41.8％、「無回
答」が 32.9％であった。障がいの有無については、「障がいあり」（「疑い」も含む）が 27.6％、






当事者の世帯人数は、「1 人」が 46.7％、「2 人」が 22.4％、「3 人」が 9.8％、「4人」が
4.4％、「5 人以上」が 3.1％、「不明」が 13.6％であった。 
当事者の年齢別にみた世帯状況は、「65 歳以上独居」が 34.1％、「64 歳以下独居」が 9.3％、
「年齢不詳独居」が 3.3％、「本人 65 歳以上同居」が 23.7％、「本人 64 歳以下同居」が
13.7％、「年齢不明同居」が 2.2％、「不明」が 13.6％であった。 
その地域における居住年数は、「10 年以上」が 34,071 人（63.7％）、「5 年以上 10 年未
満」が 4,529 人（8.5％）、「1 年以上 3 年未満」が 3,253 人（6.1％）、「3 年以上 5年未満」
が 2,884 人（5.4％）、「1 年未満」が 2,275 人（4.3％）、「不明」が 2,913 人（5.4％）、「無




けが」が 18,212 人（34.1％）、「認知症」が 14,641 人（27.4％）、「近隣住民とのトラブル」
が 11,705 人（21.9％）、「外出が困難」が 11,438 人（21.4％）、「精神的疾患・精神面の不
調（うつ等）」が 11,188 人（20.9％）、「必要な介護や生活支援を受けていない」が 10,119
人（18.9％）、「知的・発達障がい、精神障がい（疑い含む）」が 9,462 人（17.7％）、「ひき
こもり」が 8,879 人（16.6％）、「ゴミ屋敷」が 8,792 人（16.4％）、「身体障がい（疑い含
む）」が 8,408 人（15.7％）、「家族が不仲」が 7,046 人（13.2％）、「ひとり親世帯」が 7,009
人（13.1％）、「就労不安定」が 5,453 人（10.2％）、「親の年金頼みで子が無職」が 5,399人
（10.1％）、「在宅介護が困難」が 5,236 人（9.8％）、「働く意志・教育を受けようという意
志がない」が 4,685 人（8.8％）、「借金の返済が困難」が 3,780 人（7.1％）、「依存症（ア
ルコール・薬物等）」が 3,635 人（6.8％）、「不登校」が 3,456 人（6.5％）、「失業・リスト
ラ」が 3,021 人（5.7％）、「家庭内暴力」が 2,463 人（4.6％）、「家庭での養育が困難」が
2,346 人（4.4％）、「住まい不安定（立ち退き等）が 2,185 人（4.1％）、「高齢者虐待」が
2,133 人（4.0％）、「児童虐待」が 1,792 人（3.4％）、「自殺企図」が 1,101 人（2.1％）、「外
国籍住民」が 1,029 人（1.9％）、「刑余者（刑務所等からの出所者）」が 880 人（1.6％）、
「非行」が 475 人（0.9％）、「被災者」が 439 人（0.8％）、「路上生活者（行旅人含む）」が


















等）」が 59.6％、「住まいの不安定（立ち退き等）」が 59.6％、「家族が不仲」が 56.4％、「自










 5 「近隣住民とのトラブル」と「ゴミ屋敷」となる当事者への背景要因と支援 
 本調査で把握した 53,454 件の事例のなかで、状態・課題として「身体的な病気・けが」
「認知症」に次いで多かったのが「近隣住民とのトラブル」であった。また、いわゆる「ゴ
ミ屋敷」についても、「あてはまるものすべて」を回答してもらう設問では第 7位であった







ブル」に該当する事例は 11,705 件、いわゆる「ゴミ屋敷」に該当する事例は 8,792件であ
り、このうち 2,957 件については、「近隣住民とのトラブル」といわゆる「ゴミ屋敷」を併













































世帯が明らかとなった。その当事者の状況は、65 歳以上の高齢者が 31,441 人（62.4％）
を占める一方、40-64 歳も 9,737 人（18.2％）と約 1 万人を数えた。また、当事者の世帯
人数は、「1 人」が 46.7％と約半数を単身生活者が占める結果となった。その内訳は、「65
歳以上独居」が 34.1％、「64 歳以下独居」が 9.3％、「年齢不詳独居」が 3.3％であった。 
当事者が社会的孤立において抱えている課題は多様であったが、「身体的な病気・けが」











































第 2 節 日本の社会福祉協議会における権利擁護システム 
 
1 成年後見制度利用促進法成立の背景と意思決定支援 







































































図 18  日常生活自立支援事業の概要 
 




























る。法人後見の受任体制のある社協は、473 社協（2017（平成 29）年 9 月末現在、前年
度 417 社協、増加率 13.4％）である全国社会福祉協議会地域福祉部調べ）。その内訳をみ
ると、市・区社協が 338 社協（71.5％）、町社協が 107 社協（22.6％）、指定都市社協 18












件数 51,828 件、年間の問合せ・相談件数約 190 万件、新規契約件数は 11,849 件であ









図 20 法人後見を受任する体制のある社協の割合 
 
厚生労働省市民後見推進事業の実績によれば、2014（平成 26）年度 156 市区町村（36
都道府県）で市民後見人養成が実施されている。その他、「認知症高齢者等の権利擁護に
関わる人材の育成とその活動を支援する体制の整備」として、権利擁護人材育成事業を




























計で 218,142 人（前年は、210,290 人）であり、対前年比 3.3％の増加という状況であ








及び家事事件手続きの一部を改正する法律」が 2016（平成 28）年 4 月に成立・同月施行
された。同法施行により、成年後見人が家庭裁判所の審判を得て成年被後見人宛郵便物の
転送を受けることができるようになったこと（郵便転送。民法第 860 条の 2，第 860 条
の 3）。成年後見人が成年被後見人の死亡後にも行うことができる事務（死後事務）の内
容及びその手続が明確化されたこと（民法第 873 条の 2）は、後見人事務を行いやすくす
る側面からの改正であった。 
一方、厚生労働省「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等
にやさしい地域づくりに向けて～」（平成 27 年）では、2012（平成 24）年に認知症高齢
者は 462 万人であり、2025（令和 7）年には高齢者の 20％である約 700 万人が認知症高
齢者になると推計されている。成年後見制度の利用実績では遠く及ばない数の認知症高齢
者の支援をどのように行うのか大きな課題である。また、我が国の 65 歳以上高齢者数
は、2025（令和 7）年には 3,657 万人となり、2042（令和 24）年にはピークを迎えるこ
とが予測されており、その数は 3,878 万人に達すると言われている。75 歳以上高齢者の
全人口に占める割合は増加していき、2055（令和 37）年には、25％を超える見込みであ
る。また、単独世帯は、2015（平成 27）年国勢調査によると、1841 万 7922 世帯（一般





















図 21 人口規模別市町村自治体数（1721 市町村、政令市を除く、筆者作成） 
 
って市民自身が主体的に権利擁護支援を進めようとしている。また、首都圏のある 3 市 1
町で人口約 10 万人程度の地域では、弁護士が東京から派遣されている 1 名のみである。
このような状況を踏まえながら、人口規模別自治体数を俯瞰してみたい。 
全 1741 市区町村（東京 23 区を含む）のうち、政令市 20 自治体を除く 1721 市区町村
の人口規模別自治体数をみると、人口 30 万人以上が 64 自治体（3.7％）、人口 20 万人以
上 30 万人未満が 46 自治体（2.7％）、人口 15 万人以上 20 万人未満が 53 自治体（3.1）、
人口 10 万人以上 15 万人未満が 104 自治体（6.0％）、人口 7 万 5 千人以上 10 万人未満
が 96 自治体（5.6％）、人口 5 万人以上 7 万 5 千人未満が 167 自治体（9.7％）、人口 3 万
人以上 5 万人未満が 244 自治体（14.2％）、人口 2 万人以上 3 万人未満が 156 自治体
（9.1％）、人口 1 万人以上 2 万人未満が 286 自治体（16.6％）、人口 1 万人未満が 505 自
治体（29.3％）（2018（平成 30）年 1 月 1 日時点）である。1721 市町村（政令市を除






























2018（平成 30）年は全体 36,298 件の 2,800 件（7.7％）であり、図 21 のように年々増
加しているが、第三者後見等の 27,870 件うちの 10.1％を占めているにとどまっている。

























































































がスタートする際に支援ができるように、要介護認定が始まる 1999（平成 11）年 10 月
に合わせて、当時はモデル事業の名前をそのまま活用し「地域福祉権利擁護事業」が創設









省社会・援護局障害保健福祉部長通知（2017（平成 29）年 3 月 31 日）「障害福祉サービ
スの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて」と厚生労働省（2018（平











 1 イギリス MCA 法 
 日本弁護士連合会（以下、日弁連という）は、2015 （平成 27）年 10 月 1 日（木）





「我が国は、国民の 4 人に 1 人が高齢者という超高齢社会を迎え、さらにその傾向が
進んでいくと予想されている。2013（平成 15）年 6 月に、厚生労働省の研究班が、認知









えたのは、イギリスで 2005（平成 17）年 4 月に成立し、2007（平成 19）年 10 月より


























































出典：イギリス MCA 法（2009）「Mental Capacity Act 2005・Mental Capacity Act 

















 また、MCA の所管については、保健省と法務省が共同して所管している。保健省は 
MCA、そして MCA と関連が深い精神保健法（MHA）や自由の制限に対するセーフガー
ドのルール（DoLS）、福祉サービスなども所管する。NHS や福祉専門職等に対するガイ






（任意後見 Lasting powers of attorney 正確に訳すると「永続的代理権授与」）など。
MCA について，一般の人の意識を高める努力をしている。LPA（任意後見）について 
LPA を使って事前に決定するように進めている。LPA を使っていないときには deputy
（法定後見）。お金と時間の節約のために任意後見を勧めている。登録するのにかかるお
金は、LPA：110 ポンド（19800 円）であるのに対し、deputy は 400 ポンド（72000
円）である。LPA の登録人数は 200 万人であるのに対し、deputy は 52000 人である。
登録までの時間は、LPA でも 3 週間かかる。」と視察報告書にインタビューがまとめられ
ている（日弁連 2015：6、※当時 1 ポンド 180 円で計算）。 
 日本とイギリスを比較すると、任意後見と法定後見の受任状況について大きな違いが見
られる。イギリスの人口は約 6600 万人で、LPA（任意後見）：200 万人は驚きの数字で
ある。日本では、任意後見の利用者数は 2,611 人（2016（平成 30）年 12 月末現在）で
あり、日本においては任意後見が進んでいない。イギリスの deputy（法定後見）：52000 
人という数字は、日本の法定後見（後見、保佐、補助）利用者数 215,531 人（2016（平
成 30）年 12 月末現在：成年後見制度利用者数から任意後見利用者を除いた数）と比べる
と、法定後見については日本の方が割合として（日本の人口約 1 億 3000 万人）は、2 倍
ほど多くなっている（最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」における























7 7 本人が相談者として指名した者、家族・友人などの身近な介護者、法定後見人、任 
8  意後見人等の見解を考慮に入れて、判断しなければならない。 
出典：菅富美枝（2010）『イギリス成年後見制度にみる自律支援の法理－ベスト・インタ 
レストを追求する社会へ』ミネルヴァ書房 22-23 を参考に筆者一部修正 
 
2  イギリス「ケア法」の施行 
 イギリスでは、イギリス MCA 法に加えて、2015（平成 27） 年 4 月から施行された 
2014（平成 26） 年のケア法（The Care Act 2014）において，独立意思代弁人
（Independent Advocate）による支援が規定されている。MCA 法が 16 歳以上のすべて
の人を対象としているのに対して、ケア法は原則として、18 歳以上（成年）の社会福祉












































さらに、地方自治体は、以下の要件 1 及び 2 を充たす人に対し、独立意思代弁人




















表 14 ケア法における地方自治体が独立意思代弁人（ICAA）の提供義務を実施する要件 
＜要件 1＞ 以下のいずれかに当てはまることが必要 
① 社会福祉サービスを必要とする成人（18 歳以上） 
② 成人の本人をケアする立場にある家族や友人等（ケアラー）（若年者のケアラー
を含む。）  
③ 成人の社会福祉サービスへ移行が近づいている子ども  
④ 成人の社会福祉サービスへ移行が近づいている子どもをケアする立場にあるケア
ラー  













































援法」という。)第 1 条の 2(基本理念)においては、障害者本人(以下『本人』という。)が
『どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保』される旨を規定し、指定相談支援
事業者及び指定障害福祉サービス事業者等(以下『事業者』という。)に対し、障害者等の












































































































































































































































































































































人（IMCA＝Independent Mental Capacity Advocate）の設置 さらに、イギリスでは、
身上監護面において、本人に関わる介護・医療のサービス提供者とは独立して、意思決定
能力のない当事者の意思決定を支援していく専門職（独立意思代弁人（IMCA）＝













を支援する適任者がいなければ、必ず独立意思代弁人（Independent Care Act Advocate
＝ICAA。IMCA と同様に、独立アドボカシー活動を行う立場の専門職）の支援を受けら
れることになっており、さらに予算措置も IMCA の 700 万ポンド（約 12.6 億円）から、


















Lasting Powers of Attorney）を登録するように勧めており，現在約 100 万件の登録が







社会・援護局障害保健福祉部長通知（平成 29 年 3 月 31 日）「障害福祉サービスの利用等






















































































































































































者数 215,531 人（2018（平成 30）年 12 月末現在：成年後見制度利用者数から任意後見
利用者を除いた数）と比べると、6 倍を超える実績数となっている（最高裁判所事務総局
家庭局「平成 30 年成年後見関係事件の概況」：2019）。任意代理委任登録は、2011（平成
23）年に新規登録が 290,789 件、登録件数は 1,520,848 件で、2005（平成 17）年と比べ
ると新規登録は約 2.3 倍（2005（平成 17）年件数 125,885 件）、登録件数は約 4.6 倍
























































































































社会支援法（De Wet maatschappelijke ondersteuning；Wmo）は、人に頼らず、で
きるだけ長く独立して生活できることを達成するために要介護者や介護者を支援する法律
であり、この共生社会に全ての市民が参加できることを目的としている。この法律は福祉
法（De Welzijnswet）、障害者補装具法（De Wet voorzieningen gehandicapten；























































































ものと思われる。デンマークは、1976（昭和 51）年に福祉 7 法を統合化している。スウ
ェーデンは、エーデル改革「老人医療福祉統合改良政策」を 1992（平成 4）年に制定
し、その統合化を実施している。 
























 (https://yab.yomiuri.co.jp/adv/chuo/opinion/20120611.html．2018.9.23) 1-2 
菊池馨実（2019）『社会保障再考＜地域＞で支える』岩波新書,128 




日本弁護士連合会（2015）『日本弁護士連合会第 58 回人権擁護大会 シンポジウム第２







イツを参考に－」『社会医学研究』第 33 巻 1 号,7-8 







第 4 章 福祉プログラムの政策評価と社会的支援が必要な単身生活者支援を 
行うための新たな地域福祉システムの構築 
 































第 5 節では、本章 4 節までの考察を踏まえ、「（仮称）地域包括支援推進法」の枠組みや
具体的な内容について論じていくこととしたい。 
 


















































が困難な若年層への就業支援」などを SROI で評価している。日本においては、2010 年
から「地域若者サポートステーション」の運営を厚生労働省から受託する NPO 法人「育
て上げネット」と日本マイクロソフト株式会社が協働で実施した「IT を活用した若者就労











表 16 SROI の評価方法 
 














行田市であった。図 24 にあるように、3 年間に約 3 千 5 百万円を投入し、その成果は１








第 2 節 社会福祉法人の地域化と社会的支援が必要な単身生活者支援の可能性 
 
1 社会福祉法人制度改革と社会福祉法人の地域における公益的な取組 
































図 26 地域における公益的な取組の運用の弾力化について 
 


































次に、社会福祉法人の現状を見ることとしたい。第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2
「社会福祉法人制度改革の実施状況について」によると、表 17 のように、社会福祉法人
数は 20,645 法人（内訳：一般法人 18,080 法人、社会福祉協議会 1,900 法人、社会福祉事
業団 216 法人、共同募金 48 法人、その他 401 法人）の 87.6％を一般法人が占めていると
同時に、社会福祉協議会も 9.2％と全体の１割近くを占めている。社会福祉協議会のあり
様も社会福祉法人全体に与える影響は、小さくないことを示す割合である。社会福祉法人
数の推移をみると、1980（昭和 55）年に 9,471 法人、1990（平成 2）年に 13,423 法人、
2000（平成 12）年に 16,734 法人、2010（平成 22）年に 18,775 法人、2015（平成 27）
年に 20,303 法人となっている（厚生労働省 2015c）。1980（昭和 60）年と比較すれば 2
倍以上の増加であり、1990（平成 2）年の社会福祉関係八法改正からも 7,000 法人ほど増
加している。2000（平成 12）年からは 4,000 法人ほどの増加である。 
さらに、現在の社会福祉法人の設立認可からの経過期間別法人数を見てみたい。図 29
をみると、1945（昭和 20）年以前から設立されていた法人は、わずか 37 法人（0.3％）
であることがわかる。法人の多くが 1946 年の社会福祉事業法成立以降の法人である。ま







表 17 法人種別社会福祉法人 







出典：第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2「社会福祉法人制度改革の実施状況について」より引用 









出典：第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2「社会福祉法人制度改革の実施状況について」より引用 




















































の通りなる。1 億円～2 億円以下の法人が最も多く 26.6％、次いで 1 億円以下が 17.5％、
2 億円～3 億円以下が 13.3％で、2 億円以下までの法人で 44.1％、3 億円以下までの法人
で 57.4％と全体の過半数を占める。4 番目に多いのが 10 億円超の法人で 10.1％ 
 
 
出典：第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2「社会福祉法人制度改革の実施状況について」より引用 
図 30 「サービス活動収益」の規模別の社会福祉法人の割合 
 
である。法人規模については、全体としては規模の比較的小さな法人が多く、10 億円超の
規模の大きな法人と二極化していることがわかる。1 億円以下の法人では、1 法人 1 施設
の保育所や小規模の障害福祉サービスを提供している法人が推測される。サービス活動収
益別での平均では、5 億円となっている。 
 厚生労働省「第 4 回社会福祉法人の在り方に関する検討会（2013（平成 25）年 12 月
16 日）」資料「社会福祉法人の大規模化・協働化等について」を見ると、退職手当共済制
度に加入している社会福祉法人は 16,678 法人のうち、加入職員 100 人未満の法人が約 9








引き続き、厚生労働省「第 4 回社会福祉法人の在り方に関する検討会（2013(平成 25)年






































表 18 法人規模の差に着目した特徴と留意点 









































































生労働省が所轄庁を通じて 2017（平成 29）年 7 月時点で社会福祉法人 20,625法人を対象
に調査を行っている（有効回答 17,417 法人）。第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2「社
会福祉法人制度改革の実施状況について」によると、社会福祉充実財産の有無は、12％が
充実財産あり、88％が充実財産なしとしている。社会福祉充実財産が生じた法人の社会福
祉充実計画の内容は、表 19 の通りである。既存施設の建替・施設整備が最も多く 39％、
「新規事業の実施」が 14％、「職員給与、一時金の増額」が 13％と多くなっている。 
 
表 19 社会福祉充実財産が生じた法人の社会福祉充実計画の内容 
事業内容 事業数 割合 
新規事業の実施 625 14％ 
職員給与、一時金の増額 547 13％ 
研修の充実 394 9％ 
既存事業の定員、利用者 の拡充 80 2％ 




既存施設の建替、施設整備 1,692 39％ 
その他（職員の福利厚生） 128 3％ 
その他（上記以外） 286 7％ 
合計 4,359  
出典：第 20 回社会保障審議会福祉部会資料 2「社会福祉法人制度改革の実施状況について」より引用 
 
 その内訳を整理すると、社会福祉事業が 4,116（94％）、地域公益事業が 123（3％）、公
益事業が 120（3％）となっている。このように、社会福祉法人の従来事業である社会福祉
事業に多くの社会福祉充実財産が充てられていることがわかる。社会福祉充実財産が生じ
た法人の収益規模別法人（社会福祉充実財産が生じた 2025 法人）を見ると、「1 億円超～
5 億円以下」が 56％と最も多く、次いで「5 億円超～10 億円以下」が 18％、「1 億円以
下」が 17％、「10 億円超～20 億円以下」が 7％、「20 億円超～50 億円以下」が 2％、
「100 億円超」は、0.1％となっている。必ずしも、規模の大きな法人に社会福祉充実財産
が生じているわけではないことがわかる。 

























































































































































を実施した。研究の背景及び目的は、2018（平成 30）年 4 月に改正社会福祉法が施行さ








について明らかにすることを調査目的とした。調査時期は、2018（平成 30）年 11 月 1 日














図 31 福祉総合相談窓口の設置状況 
 




な部署として設置」が 24（22.4％）、「地域包括に設置」が 19（17.8％）、「自立相談支援 
機関を拡充」が 15（14.0％）、「児童、障害、高齢、生活困窮等を拡充」が 14（13.1％） 
 










図 33 福祉総合相談窓口が有する機能 
 
福祉総合相談窓口が有する機能については、回答のあった 109 市区町村のうち、「初期 
 
 











総合相談窓口の運営主体については、回答のあった 109 市区町村のうち、「行政直営」 
が 67（61.5％）、「社協へ委託」が 36（33.0％）、「社会福祉法人へ委託」が 7（6.4％）、
「医療法人へ委託」が 5（4.6％）、「NPO 法人へ委託」が 4（3.7％）、「その他」が 11
（10.1％）であった。「行政直営」は、「1 万人未満」で 11（73.3％）と「20 万人以上」で
12（50.0％）と人口規模が小さい自治体に行政直営が多い傾向が見られた。 
 



































図 38 包括的な支援体制を整備する際の課題 
 





 3 調査結果から見えてきた課題 












援体制の整備を計画に盛り込んだが、計画策定時の 2018（平成 30）年 4 月段階では、埼
















図 40 埼玉県市町村総合相談支援体制構築事業 
 















 1 香川県琴平町社協の取り組みと町の概要 
 香川県琴平町は、香川県のほぼ中央に位置する仲多度郡の西部にあり面積は 8.47 ㎢と小
さく、金刀比羅宮をはじめ金毘羅大芝居（金丸座）など数多くの歴史建造物が残る歴史と文
化、自然に恵まれた外国人旅行客も多く訪れる観光の町である。県庁所在地高松市の中心部
へは自家用車、電車、バスのいずれを使っても 60 分以内の距離にある。 
 人口 9,095 人、世帯数 4,269 世帯（2019 年 4 月現在）であり、1975（昭和 50）年には人















































































































































第 5 節 「（仮称）地域包括支援推進法」の構想とアウトリーチ型相談支援の構築 
 















資料：総務省自治体戦略 2040 構想研究会（2018）『第一次報告～人口減少下において満足度の高い 
人生と人間を尊重する社会をどう構築するか～』2018 年 4 月を参考に筆者作成  

















































































































出典：社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会第 1 回資料（2012）より引用 
図 42 千葉県中核地域生活支援センターにおける複数ニーズの相談状況 
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合志市 豊中市 北九州市 宝塚市 
人口（事業実施当
時、平成 24年） 
56,687 390,457 977,633 233,390 
世帯数（事業実施当
時、平成 24年） 
21,118 167,953 423,644 99,529 
高齢化率（事業実施












































































































合志市 豊中市 北九州市 宝塚市 
人口（事業実施当時、平
成 24 年） 
56,687 390,457 977,633 233,390 
世帯数（事業実施当時、
平成 24年） 
21,118 167,953 423,644 99,529 
高齢化率（事業実施当
時、平成 24 年） 










































































































































































































表 21-4 都市コミュニティ再生型の取組（見守り・買い物支援システム） 
 都市コミュニティ再生型 
市町村名 
























































































































表 21-5 都市コミュニティ再生型の取組（総合相談・権利擁護） 
 都市コミュニティ再生型 
市町村名 




































区レベルの体制を整備。（７行政区に 16 名を配置）  

























































横浜市 名張市 行田市 高浜市 
人口（事業実施当
時、平成 24 年） 
3,678,773 82,552 86,623 45,959 
世帯数（事業実施当
時、平成 24 年） 



































































































































横浜市 名張市 行田市 高浜市 
人口（事業実施当時、平
成 24 年） 
3,678,773 82,552 86,623 45,959 
世帯数（事業実施当時、
平成 24年） 
1,583,889 32,490 33,460 17,726 
高齢化率（事業実施当
時、平成 24 年） 
20.0% 
（H22 年） 











































































































































































































































































横浜市 名張市 行田市 高浜市 
総合相談・
権利擁護 
○ 地 域 包
括 支 援 セ
ン タ ー で
あ る 地 域
ケ ア プ ラ
ザ に お い
て 分 野 を
超 え た 総
合 相 談 を
実施。  
○地区保健福祉センター「まちの保





















































































氷見市 伊賀市 湯沢市 鴨川市 
人口（事業実施当
時、平成 24年） 
52,329 99,158 51,588 36,328 
世帯数（事業実施当
時、平成 24年） 
17,361 39,617 18,269 15,810 
高齢化率（事業実施
当時、平成 24 年） 



















































































































氷見市 伊賀市 湯沢市 鴨川市 
人口（事業実施当時、平
成 24 年） 
52,329 99,158 51,588 36,328 
世帯数（事業実施当時、
平成 24年） 
17,361 39,617 18,269 15,810 
高齢化率（事業実施当
時、平成 24 年） 



























































































































































































































































表 23-5 人口減少対応・地域づくり型の取組（総合相談・権利擁護） 
 人口減少対応・地域づくり型 
市町村名 


































































































地 域 福 祉































































































































年金（老齢、障害、遺族）                
手当（児童手当、児童扶養手当、雇用
保険、傷病手当金等） 
              
生活保護               
貸付（生活福祉資金、母子・父子福祉
資金、奨学金等） 
              
生活困窮者支援（家計相談・改善支援）               
➂家事支援（食事・洗濯、買い物支
援等身の回りの生活支援ニーズ） 
食事（食べること）               
食器洗い・片付け               
掃除                   
洗濯               
電球交換等一時支援               
買い物               
料理（作ること）               





ゴミ出し               
④住まい支援（住まいの確保や住宅
改修等のニーズ） 
住宅改修                   
住まい（賃貸住宅等）の確保                   
転居支援               
施設入居の支援               
退院・施設退所後の支援               
大家・不動産業者等との関係支援               




就学準備支援                   
制服・体育着・教科書等必要品の購入                   
生きがい・自己実現支援               
学習支援               
情報提供               
生活課題の学習・気づき               
虐待予防               
居場所づくり               
家族の介護・養育機能の技術等支援               
⑥情緒的支援（寂しさ、悲しさ、喜
び、楽しさ等を分かち合う機能） 
孤立防止                   
仲間づくり                   
閉じこもり・ひきこもり防止               
ストレス管理               
自殺予防               





ペット・ロボット等の活用                
⑦健康管理支援（健康診断や病院へ
の通院等を促す機能） 
健康診断                   
栄養管理（定期的な食事の摂取含）                   
服薬管理               
病院受診               
訪問看護               
訪問医療               
予防接種               
入浴               
血圧               
口腔衛生               





地域での役割創出（ボランティア）                   
就労支援・就労の場の確保                    
レクリエーション               
外出支援・移動支援               
趣味・特技               
訪問リハビリテーション               
体操・通いの場づくり               




孤立死予防・熱中症予防                   
訪問看護               





訪問介護                   
緊急搬送               
災害時支援               
緊急的・一時的な経済支援                
緊急的な栄養摂取               




近隣住民との関係支援                   
トラブルの修復                   
家族関係支援               
学校・職場における関係支援               
新たな環境での適応支援               
地域づくり・コミュニティ再生               
⑪契約支援（権利擁護、医療同意や
保証人、契約行為への支援機能） 
権利擁護                   
意思決定支援                   
意思表出支援               
金銭管理               
多重債務・借金               
詐欺・インターネットラブル               
保証人等契約支援               
遺産相続・死後対応               
医療同意               





その他生活環境に係る支援機能） SOS を表明できない人の支援               
生活に必要な情報提供をする支援               
社会資源開発               
福祉用具等の活用支援               
























表 25-1 各国の障害者介護サービス 主要調査項目の比較 










































































































































































































（H20 年 7 月実績） 
 介護保険法：利用者
数は、約 162 万人。 
特別介護保険の利用者
数は国民の 3.6％にあた
る 588,000 人 (2008 年 
1 月 )。給付サービスで
一番多いのは指導サー








































































表 25-2 各国の障害者介護サービス 主要調査項目の比較 




























MEDI-CAL と呼称） . 







LSS と LASS で機













































































































急 (Critical), 重度 
(Substantial), 中度 
(Moderate), 軽度 (Low) に
分類。 
18 歳以上の介護の必要な人












































































年 7 月現在 
給付内容 SoL：ホームヘルプ
サービス、訪問看
護、訪問リハビリ、
日中活動、ショート
ケア・ショートステ
イ、夜間巡回サービ
ス、緊急通報アラー
ム配布、移送サービ
ス、福祉機器貸与、
住宅改修手当、住宅
付加手当、雪かきサ 
ービス。  
LSS：相談・個別援
助、パーソナルアシ
スタンス、ガイドヘ
在宅ケア、ショート
ステイ、在宅生活支
援、リハビリテーシ
ョン、パーソナルア
シスタント (イェル
パー) 制度、同行サ
ービス、補助器具、
住宅改造 
国民保健サービスは、医療サ
ービス（プライマリケア、二
次的ケア、中間ケア、継続す
るケア、統合ケア など）を
提供している。 
ソーシャルケアサービスは、
介護を含む総合的な福祉サー
ビスを提供している。 
ジョブセンタープラスは、所
得保障に関する給付等を行っ
ている。 
IHSS（パーソナルアシスタ
ントサービス）： 最長月 
/283 時間.。メディカル：
在宅生活に必要な医療・介
護サービス 
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出典：日本障害者リハビリテーション協会（2009）「平成 20 年度障害者保健福祉推進事
業（障害者自立支援調査研究プロジェクト）障害者の福祉サービスの利用の仕組みに係る
国際比較に関する調査研究事業報告書」 
 
ルプサービス、コン
タクト パーソン、
レスパイトサービ
ス、ショートステ
イ、成人用特別住
宅、日中活動。
LASS：パーソナル
アシスタンス。 
